
　

本
市
で
は
、
平
成
16
年
の
市
町
村
合
併
に

よ
り
、
同
じ
目
的
の
施
設
が
重
複
し
て
設
置

さ
れ
て
お
り
、
こ
の
よ
う
な
施
設
を
長
期
間

保
有
す
る
た
め
に
は
、
当
初
の
建
築
費
な
ど

（
イ
ニ
シ
ャ
ル
コ
ス
ト
）
の
数
倍
の
維
持
管

理
・
運
営
経
費
（
ラ
ン
ニ
ン
グ
コ
ス
ト
）
が

必
要
と
な
り
、
施
設
の
老
朽
化
に
伴
い
発
生

す
る
修
繕
・
改
修
や
更
新
（
建
て
替
え
・
新
築
）

に
係
る
経
費
も
、
大
き
な
財
政
負
担
を
伴
う

も
の
と
な
っ
て
き
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
長
期
的
に
公
共
施
設
な
ど
の
適

正
配
置
と
有
効
活
用
及
び
財
政
負
担
の
軽
減
・

平
準
化
を
図
る
た
め
に
策
定
し
た
「
公
共
施

設
等
総
合
管
理
計
画
」
を
分
か
り
や
す
く
紹

介
し
ま
す
。

シ
リ
ー
ズ　

第
３
回

公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画

■
本
計
画
策
定
の
位
置
づ
け

　

本
計
画
は
、
財
政
負
担
の
軽
減
・
平
準

化
を
図
り
、
公
共
施
設
な
ど
に
か
か
る
優

先
政
策
に
対
し
て
、
い
か
に
財
源
の
配
分

を
行
う
か
を
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
し
て
い
く
も

の
で
あ
り
、
公
共
施
設
な
ど
の
分
野
に
お

い
て
総
合
計
画
を
補
完
す
る
も
の
で
す
。

　

ま
た
、
総
合
計
画
に
対
し
て
財
政
面
か

ら
の
具
体
性
を
補
完
す
る
と
共
に
、
公
共

施
設
の
再
配
置
に
お
い
て
は
、
さ
ま
ざ
ま

な
ま
ち
づ
く
り
の
計
画
や
、
今
後
策
定
さ

れ
る
計
画
を
反
映
さ
せ
、
公
共
施
設
な
ど

が
持
つ
耐
用
年
数
を
勘
案
し
、
中
心
拠
点

や
地
域
拠
点
、
生
活
拠
点
へ
の
施
設
の
集

約
・
再
配
置
を
長
期
的
（
40
年
間
）
な
視

点
を
持
っ
て
、
段
階
的
に
進
め
て
い
く
必

要
が
あ
り
ま
す
。

　

な
お
、
公
共
施
設
な
ど
を
所
管
す
る
各

担
当
部
署
の
意
見
を
集
約
し
、
公
共
施
設

等
再
編
の
方
向
性
（
分
野
別
施
設
方
針
）

を
定
め
、
具
体
的
な
公
共
施
設
個
別
計
画

の
策
定
に
つ
な
が
る
も
の
と
し
て
い
ま
す
。

将来に負担を残さない行財政運営に
～拡充から縮充へ～

公共施設の

あり方を考えよう！

特　集

問い合わせ先　財産管理課　28-6167

　本市では、平成 27 年 4 月から公共施設等総合管
理計画策定に着手し、このほど完成しました。
　「総論賛成、各論反対」この言葉を知っています
か？今後、この計画を基に、分野別の個別計画を作
成するためのキーワードになります。

◆
こ
れ
ま
で
の
お
さ
ら
い

シ
リ
ー
ズ　

第
１
回

　

人
口
減
少
・
少
子
化
・
超
高
齢
化
社
会

を
迎
え
、
公
共
施
設
な
ど
の
老
朽
化
が
進

み
、
多
額
の
更
新
費
用
が
必
要
と
な
り
、

財
政
状
況
が
厳
し
く
な
っ
て
く
る
な
ど
、

公
共
施
設
の
現
状
と
課
題
に
つ
い
て
、
皆

さ
ま
に
把
握
し
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。　

　
シ
リ
ー
ズ　

第
２
回

　

公
共
施
設
の
現
状
を
踏
ま
え
て
、
公
共

施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
取
り
組
み
に
つ
い

て
、「
集
約
化
・
複
合
化
」
の
事
例
を
挙

げ
て
紹
介
し
ま
し
た
。

《本計画の構成》

公共施設等総合管理計画  H29 ～ H68（40 年間）

◆基本方針
〇施設などの現況、将来の見通し
　及び課題
〇マネジメントの 5つの原則など
※ 1期（10 年）ごとに見直し

◆分野別施設方針
〇施設の耐用年数満了期を把握し、検討
〇再編の方向性を決定する
※ 1期 10 年（前期・後期）× 4期
※毎年、データを更新する

◆ガイドライン【職員向け】
〇再編の実施方針を具体的に展開
　するためのマニュアル
※ 1期（10 年）ごとに見直し

◆施設カルテ
〇施設情報を共有し、施設の評価を行う
※毎年、各担当部署がデータを整備
※財産管理課がマネジメント

個別計画

○基本計画

○実施計画

※各担当部署が
施設整備時に作
成・実施

■
本
計
画
の
背
景
と
趣
旨

○
全
国
的
に
、
高
度
成
長

　

期
や
バ
ブ
ル
経
済
期
に

　

集
中
し
て
整
備
し
た
公

　

共
施
設
が
、
一
斉
に
更

　

新
時
期
を
迎
え
て
い
る
。

○
市
税
の
減
少
と
扶
助
費

　

の
高
止
ま
り
に
よ
り
、

市
財
政
状
況
が
厳
し
い
。

○
人
口
減
少
や
少
子
化
・

　

超
高
齢
社
会
に
よ
る
社

　

会
構
造
の
変
化
で
、
公

　

共
施
設
に
対
す
る
市
民

　

ニ
ー
ズ
は
変
化
し
て
い

　

る
。

○
公
共
施
設
な
ど
の
適
正

　

配
置
と
有
効
活
用
を
し

　

て
、
必
要
な
公
共
サ
ー

　

ビ
ス
の
持
続
的
な
提
供

　

や
財
政
負
担
の
軽
減
・

　

平
準
化
を
図
る
。

○
公
共
施
設
な
ど
を
取
り
巻
く
現
状
や
将
来
に
わ
た
る
課
題
な
ど
を
客
観
的
に

　

整
理
す
る
。

○
長
期
的（
40
年
間
）な
視
点
を
持
っ
て
、公
共
施
設
な
ど
の
長
寿
命
化
・
集
約
化
、

　

機
能
転
換
な
ど
を
含
め
、
計
画
的
に
管
理
運
営
す
る
必
要
が
あ
る
。

現在 背景課題解決策

ライフサイクルコストは、大きな氷山のようなもの　Check!

ラ
ン
ニ
ン
グ
コ
ス
ト

見える費用

見えにくい費用
施設を運用・管理するための費用

施設コストのほんの一部

ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
コ
ス
ト
（
※
）

※本市の公共施設を取り巻く問題を 4つ挙げます !!

〇公共施設の老朽化 〇人口減少・少子化・超高齢社会

〇公共施設が多すぎる 〇財政状況が厳しい

働
き
盛
り
の
人
が
減
る
の
で
、

税
収
が
減
っ
て
い
く
し
、
高
齢

化
が
進
む
と
福
祉
を
支
え
る
費

用
が
増
え
る
か
ら
、
公
共
施
設

の
建
て
替
え
や
改
修
に
使
え
る

お
金
が
減
っ
て
い
く
ね
。

公
共
施
設
の
老
朽
化
が
進
ん
で
い

る
み
た
い
だ
な
。

人
口
減
少
・
少
子
化
・
高
齢
化
社

会
を
迎
え
て
い
る
な
。

財
政
状
況
が
厳
し
く
な
っ
て
い
る

み
た
い
だ
ね
。

公
共
施
設
が
過
剰
に
な
っ
て
い
る

み
た
い
よ
。

建
物
を
維
持
更
新
し
て
い
く
に

は
、
莫
大
な
お
金
が
か
か
り
そ

う
。
で
も
、
古
く
な
っ
た
建
物

を
そ
の
ま
ま
に
し
て
お
く
と
、

安
心
し
て
使
う
こ
と
が
で
き
な

い
ね
。

本
市
の
人
口
は
、
約
９
万
人
か

ら
約
40
年
後
に
は
約
４
万
人
も

減
る
そ
う
だ
よ
。
高
齢
者
が
増

え
て
、
働
き
盛
り
の
人
た
ち
が

減
っ
て
し
ま
う
み
た
い
だ
。

本
市
の
公
共
施
設
の
延
床
面
積

は
、
全
国
平
均
の
約
１
・
７
倍
、

同
規
模
自
治
体
の
約
１
・
５
倍

な
ん
だ
よ
。
ま
た
、
学
校
と
公

営
住
宅
で
全
体
の
２
分
の
１
を

占
め
て
い
る
ん
だ
よ
。

第二次

総合計画

公共施設等

総合管理計画

公共施設個別計画

エネルギーコスト
（施設の運用で必要な費用）

※ライフサイクルコストとは、建設費、ランニングコス
ト及び解体費用を含めた施設の生涯に要する費用の総額

イニシャルコスト
（建設費用など最初に必要な費用）

メンテナンスコスト
（老朽化に伴う修繕費用）

川之江公民館、川之江児童館、川之江老人憩いの家などの施設機能及びかわのえ高原

ふるさと館の貸館機能・講座機能を集約した川之江地域交流センター（仮称・建設中）



■
公
共
施
設
な
ど
の
将
来
コ
ス
ト
及
び
課
題

　

本
市
の
公
共
施
設
は
、
昭
和
40
年
頃
か

ら
建
設
量
の
増
加
が
始
ま
り
、
人
口
増
が

顕
著
に
な
り
始
め
た
昭
和
48
年
か
ら
昭
和

58
年
に
か
け
て
最
初
の
整
備
の
集
中
が
見

ら
れ
ま
す
。
こ
れ
ら
の
公
共
施
設
は
、
一

般
に
大
規
模
改
修
が
必
要
と
さ
れ
る
建
築

後
30
年
以
上
を
経
過
し
た
施
設
が
半
数
を

超
え
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
一
般
的
な
更
新
時
期
を
建
設
後
60

年
と
す
る
と
、本
計
画
の
期
間
中
（
40
年
間
）

に
多
く
の
公
共
施
設
に
対
し
て
、
改
修
費

と
更
新
費
が
必
要
と
な
り
ま
す
。
こ
の
こ

と
を
試
算
し
て
み
る
と
、
今
後
40
年
間
の

更
新
費
用
の
総
額
は
約
２
１
１
２
億
円
で
、

年
平
均
約
52
・
８
億
円
（
下
図
黒
線
）
と

な
り
ま
す
。

　

今
後
の
財
政
見
通
し
か
ら
、
合
併
特
例

債
活
用
期
間
終
了
後
の
５
年
間
（
平
成
32

年
か
ら
平
成
36
年
）
で
充
当
可
能
な
公
共

建
築
物
に
関
わ
る
投
資
的
経
費
を
試
算
す

る
と
、
平
均
で
約
23
億
円
（
下
図
緑
線
）

と
な
り
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、更
新
費
用
は
、

合
併
特
例
債
活
用
期
間
終
了
後
の
投
資
的

経
費
の
約
２
・
３
倍
に
な
り
ま
す
。

　

今
後
は
、
財
政
の
制
約
が
あ
る
中
で
、

効
果
的
・
効
率
的
な
改
修
や
建
て
替
え
、

維
持
管
理
や
修
繕
を
計
画
的
に
行
い
、
公

共
施
設
な
ど
に
係
る
費
用
の
縮
減
を
図
る

た
め
、
公
共
施
設
等
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
進

め
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

■
公
共
施
設
等
再
編
の
実
施
方
針

　

公
共
建
築
物
再
編
の
実
施
方
針
と
し
て

は
、
ま
ず
本
計
画
で
定
め
た
要
求
事
項
を

起
点
に
、
施
設
カ
ル
テ
な
ど
既
存
建
物
の

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
構
築
し
て
評
価
を
行
い
、

こ
の
評
価
な
ど
を
も
と
に
公
共
施
設
等
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
の
５
つ
の
原
則
に
の
っ
と
り
、

個
別
計
画
を
策
定
し
ま
す
。

　

こ
の
個
別
計
画
は
、
本
計
画
を
ベ
ー
ス

と
す
る
も
の
で
す
。
ま
ず
基
本
計
画
を
策

定
し
た
後
、
実
施
計
画
の
策
定
及
び
再
編

■
公
共
施
設
等
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
基
本
方
針

　

安
全
で
質
の
高
い
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
市
民
の
皆
さ
ま
へ
提
供
す
る
た
め
に
、
本
市
の
公
共

施
設
な
ど
を
取
り
巻
く
現
況
や
課
題
に
関
す
る
認
識
と
「
四
国
中
央
市
協
働
推
進
会
議
」
の

意
見
を
踏
ま
え
、
公
共
施
設
の
有
効
活
用
・
再
配
置
に
つ
い
て
検
討
し
、
公
共
施
設
等
総
合

管
理
計
画
の
柱
と
な
る
次
の
公
共
施
設
等
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
５
つ
の
原
則
に
よ
り
、
全
体
の

保
有
総
量
の
縮
減
に
努
め
て
い
き
ま
す
。

の
実
施
へ
と
進
め
ま
す
。
各
個
別
施
設
の

再
編
方
針
と
し
て
は
、
た
と
え
建
物
を
廃

止
す
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
必
要
な
機
能
・

サ
ー
ビ
ス
を
維
持
し
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
の

低
下
を
来
さ
な
い
よ
う
配
慮
す
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。

　

本
市
は
、
こ
の
よ
う
な
こ
と
を
加
味
し

て
、
官
民
連
携
・
長
寿
命
化
な
ど
、
す
べ

て
の
利
活
用
施
設
の
運
用
な
ど
に
適
用
さ

れ
る
共
通
手
法
と
、
用
途
変
更
や
跡
地
活

用
な
ど
の
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
休
止
・
廃
止

す
る
場
合
や
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
機
能
を
継

続
す
る
場
合
に
適
用
さ
れ
る
個
別
手
法
を

選
定
し
て
い
き
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
手
法
の
適
用
に
つ
い
て
は
、

常
に
全
市
的
な
視
点
に
立
ち
、
共
通
手
法

と
個
別
手
法
で
相
乗
効
果
を
発
揮
さ
せ
て

い
き
ま
す
。

■
市
民
の
皆
さ
ま
や
市
議
会
と
共
に
、
住

み
や
す
い
あ
っ
た
か
な
ま
ち
づ
く
り
を

目
指
し
て

　

今
後
、
公
共
施
設
な
ど
の
適
正
配
置
と

有
効
活
用
及
び
財
政
負
担
を
軽
減
・
平
準

化
す
る
た
め
に
、
毎
年
、
公
共
施
設
等
再

編
の
方
向
性
の
見
直
し
を
行
い
ま
す
。
ま

た
、
分
野
別
の
個
別
再
編
計
画
を
立
て
る

時
期
に
は
、
住
民
説
明
会
な
ど
で
意
見
を

聴
取
し
て
、
市
民
の
皆
さ
ま
や
市
議
会
と

の
協
働
体
制
を
図
り
な
が
ら
公
共
施
設
な

ど
の
整
備
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

　

こ
れ
か
ら
の
四
国
中
央
市
は
、
人
口
減

少
・
少
子
化
・
超
高
齢
社
会
を
迎
え
、
働

き
盛
り
の
人
の
割
合
が
減
り
、
税
収
が
減

少
し
て
き
ま
す
。
ま
た
、
公
共
施
設
の
老

朽
化
が
進
み
、
建
物
の
更
新
時
期
が
一
斉

に
や
っ
て
く
る
と
、
財
政
状
況
が
厳
し
く

な
っ
て
き
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
状
況
に
よ

り
、
公
共
施
設
の
あ
り
方
に
つ
い
て
考
え

る
時
期
が
き
て
い
る
の
で
は
な
い
で
し
ょ

う
か
。

　

い
ろ
い
ろ
な
計
画
を
立
て
る
時
は
、
総

論
賛
成
、
各
論
反
対
に
な
る
こ
と
が
あ
り

ま
す
が
、
こ
れ
か
ら
は
、
地
域
住
民
が
中

心
と
な
り
、
行
政
と
協
力
し
合
っ
て
、
地

域
性
を
考
慮
し
な
が
ら
、
課
題
を
克
服
し

て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

そ
し
て
、
次
世
代
の
子
ど
も
た
ち
に
負

担
を
か
け
な
い
よ
う
、
公
共
施
設
の
再
編

に
取
り
組
ん
で
い
く
必
要
が
あ
る
と
思
っ

て
い
ま
す
。

公共施設のあり方を考えるには
地域住民と行政の協働が重要

石
川　

尚ひ
さ
し

さ
ん

（
四
国
中
央
市
協
働
推
進
会
議
委
員
長
）

【公共施設等マネジメントの 5つの原則】

◆新たな公共建築物整備の抑制と保有量の段階的縮減

〇新たな公共建築物を整備することが必要な場合は、原則として、公共建築物の複合化、
　集約化などを行う。
〇今後の人口減少や財政規模に見合う保有量の目標を定め、段階的に縮減する。
◆公共建築物の機能に着目した複合化、集約化などの実施

〇公共建築物保有量の縮減に際しては、複合化、集約化（統廃合）、転用などに取り組む。
〇民間の保有する施設、資金及びノウハウを活用する官民連携や近隣自治体との広域
　連携による施設の相互利用について検討する。
◆公共建築物の有効活用

〇機能を失った施設や跡地は廃止し、売却、貸付などにより有効活用を図る。
〇受益者が限定される施設や受益住民が管理運営に参画している施設は、地元団体へ
　の譲渡を積極的に進める。
◆ライフサイクルコストの最適化

〇公共施設などは、維持管理費・運営費を縮減するとともに受益者負担の適正化を図る。
〇公共施設などは、予防保全と事後保全を適正に行い、維持管理費の平準化を進める。
〇公共施設などの整備に際しては、ライフサイクルコストの縮減を図る。維持してい
　く公共施設などは、維持管理費・運営費の縮減及び適切な受益者負担の見直しを進
　める。

◆公共建築物のマネジメントの実施

〇公共建築物については、施設の情報を一元管理する。また、施設の更新費用を把握し、
　情報を分析・評価することにより全体最適を勘案したマネジメントに取り組む。
〇同時期に更新時期を迎える施設の整備については、施設の情報などを総合的に判断
　し、優先順位をつけるなど計画的に更新を進める。
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計画当初 10年間で築 31年以上 50年未
満の公共建築物の大規模改修を行う試算

＜公共建築物の将来更新費用の推計＞（平成 26 年度末時点）

40 年間の更新費用総額　 約 2,112 億円
公共施設の延床面積	 　 約 48.3 万平方㍍

約 52.8 億円 /年

約 23 億円 /年

療育支援など 5施設を統合した

子ども若者発達支援センター

（平成 29 年 4 月開所予定・下柏町）

今後 40 年間の更新費用と合併特例債
活用期間終了後 5 年間の充当可能な投
資的経費とでは、約2.3倍の隔たりがある。
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